
米子市下水道事業の現状分析 

 

1 米子市の生活排水対策について 

（1）米子の下水道（令和元年度末） 

・整備状況について       資料１，２ 

（2）米子市生活排水対策方針 

  ・10 年概成方針を踏まえた米子市の施策について   資料３ 

  ・概成後の公共下水道計画区域について 

 

2 経営指標分析 

（1）平成 30 年度公共下水道事業経営指標について 

  ・施設利用率等の経営指標について類似団体と比較した分析結果 資料４ 

 

3 今後の事業見通しと現状分析について 

（1）下水道事業会計の投資・財政見通しについて     

  ・建設改良費について（今後 10 年間の実施計画）   資料５ 

  ・財政見通しについて       資料６ 

（2）現状分析⇒ 

①短期的には通常事務内容の効率化（質を改善）。 

②中長期的には大規模建設改良投資（施設再構築）の効率的な執行 

 

4 事業改善にむけた取組について 

（1）当面の取組（短期） 

①官民連携した事務効率化 

Ⓐ施設維持管理の包括民間委託導入にむけた取組（FS 調査中） 

Ⓑ上下水道使用料賦課徴収事務などの民間委託（庁内 PT で検討中） 

（2）中・長期的な取組について 

①農業集落排水地区の公共下水道事業への編入について 

Ⓐ米子市の取組について      資料７ 

Ⓑ鳥取県西部地区の広域化・共同化の取組について   資料８ 

 ②米子浄化場（し尿・浄化槽汚泥）の内浜処理場での併せ処理について 

 ③内浜処理場水処理施設（46 年経過）の再構築について 

 ④中央ポンプ場（49 年経過）の再構築について 
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◆人口減少や超高齢化社会の到来等の社会情勢が大きく変化し、経営環境は厳しさ

を増している。

◆公共下水道は、現在の整備状況では整備完了までに約

り、残された汚水処理未普及地域の早期解消が急がれる。

◆国は、平成

しており、「

◆国のマニュアルによる経済比較結果では、集合処理が有利である。

◆今後、

係る経費の増

現 状 ・ 課 題

 今後の

☆持続可能な下水道事業運営

長期的な観点から既整備施設の効率的な改築・更新や運営管理手法、

投資財政計画について検討・実施を行う。

①損益情報やストック情報などの経営状況の的確な把握及び財務諸表の分析

による財政マネジメントの向上

②ストックマネジメント計画による施設の計画的な改築更新の実施

③包括的民間委託の導入の検討など、効率的な施設運営体制の構築

④災害時の緊急対応及び業務継続のための計画策定など事前対策等の実施

⑤公共下水道、農業集落排水施設等の市内の汚水処理施設の統廃合、及び

行政界を超えた広域連携・共同化の検討の継続
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公共下水道事業　経営指標

平成30年度 30類団平均 算出方法 分析

施設利用率 42.3% 67.1%
晴天時平均処理水量35,638㎥÷処理能
力（晴天時）84,220㎥×100

流域下水道を除いた類団平均65.7（加重平均、流域は分母０）
整備の進捗率が類団よりも低いことが要因と思われる。

有収率 84.7% 78.3%
年間有収水量11,043,121㎥÷年間汚水
処理水量13,035,633㎥×100

水洗化率 89.6% 93.9%
水洗便所設置済人口92,814人÷処理区
域内人口103,642人×100

使用料単価 171.7 162.3
使用料収入1,896,207千円÷年間有収水
量11,043,121㎥

汚水処理原価 172.2 158.9
汚水処理費1,521,924千円÷年間有収水
量11,043,121㎥　※1

今後、老朽化施設の改築更新に向けて、汚水処理原価が上昇する見込み

経費回収率 99.7% 99.8%
使用料収入1,896,207千円÷汚水処理費
1,521,924千円×100

汚水処理原価の上昇により、経費回収率は低下する見込み

職員1人当たりの処理区
域内人口

2,205 4,064
処理区域内人口103,642人÷職員数47
人

職員数が、類似団体と比べて多い⇒普及が遅れていること（H29進捗率　米子
86.4　類団95.1）、直営事業が他市よりも多いこと、下水道企業会計において一
般会計業務及び農業集落排水業務を実施していることによる。

職員給与費対営業収益
比率

11.7% 5.9%
職員給与費274,810千円÷営業収益
2,351,632千円×100

損益勘定に係る職員数が、類似団体と比べて多い⇒直営事業が他市よりも多
いこと、下水道企業会計において一般会計業務及び農業集落排水業務を実施
していることによる。

総収支比率 106.3% 119.4%
総収益5,247,704千円÷総費用4,934,473
千円×100

経常収支比率 107.7% 110.0%
経常収益5,246,058千円÷経常費用
4,871,741千円×100

利子負担率 1.6% 1.8%
支払利息568,178千円÷（建設改良費の
財源に充てるための企業債34,825,931千
円＋一時借入金0千円）×100

資本構成比率 52.5% 56.8%
（資本合計7,042,473千円＋繰延収益
33,091,394千円）÷負債・資本合計
76,457,420千円×100

固定資産対長期資本比
率

102.1% 102.0%
固定資産74,043,135千円÷（固定負債
32,388,914千円＋資本合計7,042,473千
円＋繰延収益33,091,394千円）×100

処理人口1人当たりの地
方債現在高

336,021円 240,000円
地方債現在高34,825,931千円÷処理区
域内人口103,642人

既発債の償還ピークを越えるものの、老朽化施設の更新により地方債残高は
高止まりする見込み。
企業債残高対事業規模比率（営業収益に対する起債残高（H28））では、他団体
よりも低い。

項目

施
設
の
効
率
性

経
営
の
効
率
性

財
政
状
態
の
健
全
性

出典：総務省　経営比較分析（平成30年度決算）、平成30年度下水道事業比較経営診断表



下水道建設改良事業計画【R２年４月現在】

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基本計画において現状ﾘｽｸ値を
上昇させないためには年間平均15億円以上
（計画期間100年で試算）

概成達成後の普及拡大については要検討

1,257 1,967 2,400 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100 2,100

単位：百万円

1,326 1,433 1,433

策定申請

1,438

2,415 2,540 2,540 2,395 2,395

2,164 2,150

42

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ実施計画に基づき
適宜見直しが必要

1,433 1,4331,503 1,403 1,438

H31年度
※点検調査の結果により必要に応じ策定、計画変更する

①施設情報の収集・整理②ﾘｽｸの評価③施設管理の目標
設定④長期的な改築事業のｼﾅﾘｵ設定⑤点検・調査計画策
定

【実施5か年計画】※国庫補助要件
①点検調査情報のとりまとめ②修繕・改築計画策定

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ実施計画に基づき
適宜見直しが必要

①施設情報の収集・整理②ﾘｽｸの評価③施設管理の目標
設定④長期的な改築事業のｼﾅﾘｵ設定⑤点検・調査計画策
定

【実施5か年計画】※国庫補助要件
①点検調査情報のとりまとめ②修繕・改築計画策定

2,465 2,465 2,465

250

100

1,674 1,521

小　計　② 423 2,150 1,085869 1,763 2,050 1,719 1,674

2028 2029 2030 2031

42

見直し

35

2026 2027

2,203 2,579 2,325 2,305 2,389

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

R5 R6 R7

200

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画
【改築】

200 200 250 250

2,495

150 100 100

15 15 15 15

策定申請

15

15

1,085 1,503

R14以降

15

2032

R9 R10 R11 R12 R13

15

見直し

8 473 2,030 1,719

1,598 2,164

策定申請

42

35

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画
【施設保守点検】

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画
【実施計画】

既存の長寿命化計画
【R２年度末まで】

改築 改築 改築

150 150

40 44

1,326小　計　①

管
路
計
画

新規事業

150 200 200

15

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画
【改築】

15 15 15

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画
【実施計画】

75 15 15 15 15

150

15

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画
【管路カメラ調査】

カメラ調査

策定申請

15
策定申請

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画
【基本計画】

策定申請 見直し

47 146

22

R8H30 H31/R元 R2 R3 R4

改築 改築

概成達成

2,100

225 80 8020 80

【仮称】農集統廃合Ⅰ期計画として大高第一、福岡地
区、流通業務団地など優先し統合する。
Ⅱ期計画として尚徳・尚徳第二、五千石、成実第一・第
二、の5地区を予定している。80 225

357 819 1,290

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画
【基本計画】 66

総合地震対策計画
【新規】

14 40 40

改築事業

150

農集統廃合計画
圧送管敷設及び
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ設置

【新規】

総合地震対策計画
【新規】

見直し

内浜T水処理施設及び
中央P場再構築基本構

想
【新規】

施
設
計
画

下水道新庁舎
【新事務所】

農集統廃合計画を事業計画に反映

20

4,413 4,413 4,413 4,413 4,413

受入施設・希釈槽　　650百万円
汚泥処理施設改修　2,950百万円

3,072 4,342 4,375 4,024 4,063 4,013 4,704 5,205 3,995
515 515 515 515 515

広域浄化場の汚泥受入れ
に伴う増設工事　④

合　計　③+④ 1,749
515 510

3,903

1,433 1,4331,503 1,403 1,438小　計　②

計　③（①+②）

423 2,150 1,085869 1,763 2,050 1,719 1,674

3,8983,480 3,898 3,898 3,8981,749 3,072 4,342 4,375 4,024 4,063 4,013 4,704 4,690

1,598 2,164

維持管理による保守点検【単市】

年1.3ｋｍを改築・更新年1.0ｋｍを改築・更新

・内浜処理場管理棟の改築等 88億円

・合流管（汚水・雨水連絡管） 32億円
内浜処理場水処理施設の増設 20億円

・各処理場 ，中継ポンプ場の機械電気設備改築

年1.5ｋｍを改築・更新

内浜処理場汚泥処理施設の増設 36億円

Ⅰ期 圧送管及びﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ設計・工事基本構想策定
都市計画変更
下法事業計画変更 詳細設計 工 事

下法事業計画変更

ﾏﾝﾎｰﾙ浮上防止対策及び幹線管渠耐震対策

ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ設置工事 R2～R6年度まで

淀江浄化センター耐震診断調査

皆生処理場耐震診断調査及び耐水化工事 検

基本構想策定

R2年度方針発表⇒延期

※本庁舎の増築と整合を図

工 事詳細設計

Ⅱ期 圧送管及びﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ設計・工事

35ｋｍ 毎年　７㎞



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

                 

法適用後に一般会計繰出基準額が減少

⇒移行初年度を除き基準外繰出（赤字補てん）は認められず、従前ど

おり基準内繰出のみを原則とする。

○作成事業

○作成時点

○作成期間

○見通しに反映した主な事項

 ・人口減少、新規整備（毎年度

  （使用料水準は現行どおりと仮定）

 ・建設改良費は、ストックマネジメント計画を反映

 ・施設の老朽化に伴う

 ・使用料及び一般会計繰入金の抑制を図るため、資本費平準化債を

  上限額まで借り入れる。（元年度は３月補正を予定）

 ・一般会計からの繰出金は、総務省繰出基準額及び農集人件費とする。

  （基準外繰出金による赤字補てんは行わないと仮定）

〇見通しに反映していない事項

 今後の物価上昇、国庫補助制度の変更など

                  

                 

下水道事業の投資財政見通し

法適用後に一般会計繰出基準額が減少

⇒移行初年度を除き基準外繰出（赤字補てん）は認められず、従前ど

おり基準内繰出のみを原則とする。

使用料改定を行わない限り、収支均衡は困難

投資財政見通し作成の条件設定

○作成事業 下水道事業会計（事業別は公表しない）

作成時点 令和元年

○作成期間 令和元年度から令和１０年度

見通しに反映した主な事項

・人口減少、新規整備（毎年度

（使用料水準は現行どおりと仮定）

・建設改良費は、ストックマネジメント計画を反映

・施設の老朽化に伴う

・使用料及び一般会計繰入金の抑制を図るため、資本費平準化債を

上限額まで借り入れる。（元年度は３月補正を予定）

・一般会計からの繰出金は、総務省繰出基準額及び農集人件費とする。

（基準外繰出金による赤字補てんは行わないと仮定）

〇見通しに反映していない事項

今後の物価上昇、国庫補助制度の変更など

使用料改定までは、経営戦略の改定を見送り、

                  

                   

下水道事業の投資財政見通し

法適用後に一般会計繰出基準額が減少

⇒移行初年度を除き基準外繰出（赤字補てん）は認められず、従前ど

おり基準内繰出のみを原則とする。

【経営戦略改定

 経営健全化に向けて収支均衡を

図るための取組を実施

○投資の合理化

○経費回収率の向上…

 ➡

使用料改定を行わない限り、収支均衡は困難

投資財政見通し作成の条件設定

下水道事業会計（事業別は公表しない）

令和元年 10 月 

令和元年度から令和１０年度

見通しに反映した主な事項 

・人口減少、新規整備（毎年度

（使用料水準は現行どおりと仮定）

・建設改良費は、ストックマネジメント計画を反映

・施設の老朽化に伴う施設運営経費

・使用料及び一般会計繰入金の抑制を図るため、資本費平準化債を

上限額まで借り入れる。（元年度は３月補正を予定）

・一般会計からの繰出金は、総務省繰出基準額及び農集人件費とする。

（基準外繰出金による赤字補てんは行わないと仮定）

〇見通しに反映していない事項

今後の物価上昇、国庫補助制度の変更など

使用料改定までは、経営戦略の改定を見送り、

「投資財政見通し」を作成

                    

   

下水道事業の投資財政見通し

法適用後に一般会計繰出基準額が減少

⇒移行初年度を除き基準外繰出（赤字補てん）は認められず、従前ど

おり基準内繰出のみを原則とする。

経営戦略改定

経営健全化に向けて収支均衡を

図るための取組を実施

○投資の合理化

○経費回収率の向上…

➡「投資財政計画」を作成

使用料改定を行わない限り、収支均衡は困難

投資財政見通し作成の条件設定

下水道事業会計（事業別は公表しない）

 

令和元年度から令和１０年度

 

・人口減少、新規整備（毎年度 60ｈａ）を踏まえた使用料見込み

（使用料水準は現行どおりと仮定）

・建設改良費は、ストックマネジメント計画を反映

施設運営経費の増加を反映

・使用料及び一般会計繰入金の抑制を図るため、資本費平準化債を

上限額まで借り入れる。（元年度は３月補正を予定）

・一般会計からの繰出金は、総務省繰出基準額及び農集人件費とする。

（基準外繰出金による赤字補てんは行わないと仮定）

〇見通しに反映していない事項 

今後の物価上昇、国庫補助制度の変更など

使用料改定までは、経営戦略の改定を見送り、

「投資財政見通し」を作成

下水道事業の投資財政見通し

法適用後に一般会計繰出基準額が減少 

⇒移行初年度を除き基準外繰出（赤字補てん）は認められず、従前ど

おり基準内繰出のみを原則とする。 

経営戦略改定】 

経営健全化に向けて収支均衡を

図るための取組を実施 

○投資の合理化 

○経費回収率の向上…

「投資財政計画」を作成

使用料改定を行わない限り、収支均衡は困難

投資財政見通し作成の条件設定

下水道事業会計（事業別は公表しない）

令和元年度から令和１０年度 

ｈａ）を踏まえた使用料見込み

（使用料水準は現行どおりと仮定） 

・建設改良費は、ストックマネジメント計画を反映

の増加を反映

・使用料及び一般会計繰入金の抑制を図るため、資本費平準化債を

上限額まで借り入れる。（元年度は３月補正を予定）

・一般会計からの繰出金は、総務省繰出基準額及び農集人件費とする。

（基準外繰出金による赤字補てんは行わないと仮定）

今後の物価上昇、国庫補助制度の変更など  

使用料改定までは、経営戦略の改定を見送り、

「投資財政見通し」を作成 

下水道事業の投資財政見通し 

⇒移行初年度を除き基準外繰出（赤字補てん）は認められず、従前ど

経営健全化に向けて収支均衡を 

 

○経費回収率の向上… 

「投資財政計画」を作成 

使用料改定を行わない限り、収支均衡は困難 

投資財政見通し作成の条件設定 

下水道事業会計（事業別は公表しない） 

ｈａ）を踏まえた使用料見込み

・建設改良費は、ストックマネジメント計画を反映 

の増加を反映 

・使用料及び一般会計繰入金の抑制を図るため、資本費平準化債を

上限額まで借り入れる。（元年度は３月補正を予定） 

・一般会計からの繰出金は、総務省繰出基準額及び農集人件費とする。

（基準外繰出金による赤字補てんは行わないと仮定） 

使用料改定までは、経営戦略の改定を見送り、 

⇒移行初年度を除き基準外繰出（赤字補てん）は認められず、従前ど

 

ｈａ）を踏まえた使用料見込み 

・使用料及び一般会計繰入金の抑制を図るため、資本費平準化債を 

・一般会計からの繰出金は、総務省繰出基準額及び農集人件費とする。

 

⇒移行初年度を除き基準外繰出（赤字補てん）は認められず、従前ど

 

 

・一般会計からの繰出金は、総務省繰出基準額及び農集人件費とする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【効率化・経営健全化への取組強化】

 

 

 

 

 

  

  

今後

【投資財政見通し】

・使用料は現行の水準を継続

・資本費平準化債を限度額まで借入れ

・一般会

このままでは…

▷令和２年度から収益的収支で

▷令和５年度から資本的収支で

見込み

▶令和１０年度には８億円以上の

【効率化・経営健全化への取組強化】

 ○損益情報やストック情報などの経営状況の的確な把握及び財務諸

表の分析による財務マネジメントの向上

 ○ストックマネジメント計画による施設の計画的な改築更新の実施

○包括的民間委託の導入検討等の効率的な施設運営体制の構築

 ○維持管理経費節減への取組の更なる強化

 ○水洗化率の向上に向けた取組等による収入確保策の強化

 ○公共下水道、農業集落排水施設等の汚水処理施設の統廃合等の検討

など 

   

   
⇒米子市下水道使用料等審議会を令和元年

公費（基準外繰出金＝税）と私費（下水道使用料）の

費用負担のあり方について検討を行う。

施設の更新需要の増加等に対応し、将来にわたって持続可能な

事業運営を行うためには

今後 10

【投資財政見通し】

使用料は現行の水準を継続

資本費平準化債を限度額まで借入れ

・一般会計からは繰出基準額のみを繰

このままでは… 

令和２年度から収益的収支で

▷令和５年度から資本的収支で

見込み 

▶令和１０年度には８億円以上の

持続可能な下水道事業運営のために

【効率化・経営健全化への取組強化】

○損益情報やストック情報などの経営状況の的確な把握及び財務諸

表の分析による財務マネジメントの向上

○ストックマネジメント計画による施設の計画的な改築更新の実施

○包括的民間委託の導入検討等の効率的な施設運営体制の構築

○維持管理経費節減への取組の更なる強化

○水洗化率の向上に向けた取組等による収入確保策の強化

○公共下水道、農業集落排水施設等の汚水処理施設の統廃合等の検討

⇒米子市下水道使用料等審議会を令和元年

公費（基準外繰出金＝税）と私費（下水道使用料）の

費用負担のあり方について検討を行う。

施設の更新需要の増加等に対応し、将来にわたって持続可能な

事業運営を行うためには

10 年間の下水道事業会計の見通し

【投資財政見通し】 

使用料は現行の水準を継続

資本費平準化債を限度額まで借入れ

計からは繰出基準額のみを繰

 

令和２年度から収益的収支で

▷令和５年度から資本的収支で

▶令和１０年度には８億円以上の

持続可能な下水道事業運営のために

【効率化・経営健全化への取組強化】

○損益情報やストック情報などの経営状況の的確な把握及び財務諸

表の分析による財務マネジメントの向上

○ストックマネジメント計画による施設の計画的な改築更新の実施

○包括的民間委託の導入検討等の効率的な施設運営体制の構築

○維持管理経費節減への取組の更なる強化

○水洗化率の向上に向けた取組等による収入確保策の強化

○公共下水道、農業集落排水施設等の汚水処理施設の統廃合等の検討

⇒米子市下水道使用料等審議会を令和元年

公費（基準外繰出金＝税）と私費（下水道使用料）の

費用負担のあり方について検討を行う。

施設の更新需要の増加等に対応し、将来にわたって持続可能な

事業運営を行うためには、

年間の下水道事業会計の見通し

使用料は現行の水準を継続 

資本費平準化債を限度額まで借入れ

計からは繰出基準額のみを繰

 

 

令和２年度から収益的収支で当期純損失

▷令和５年度から資本的収支で補てん財源不足額

▶令和１０年度には８億円以上の補てん財源

持続可能な下水道事業運営のために

【効率化・経営健全化への取組強化】 

○損益情報やストック情報などの経営状況の的確な把握及び財務諸

表の分析による財務マネジメントの向上

○ストックマネジメント計画による施設の計画的な改築更新の実施

○包括的民間委託の導入検討等の効率的な施設運営体制の構築

○維持管理経費節減への取組の更なる強化

○水洗化率の向上に向けた取組等による収入確保策の強化

○公共下水道、農業集落排水施設等の汚水処理施設の統廃合等の検討

⇒米子市下水道使用料等審議会を令和元年

公費（基準外繰出金＝税）と私費（下水道使用料）の

費用負担のあり方について検討を行う。

施設の更新需要の増加等に対応し、将来にわたって持続可能な

、更なる収入確保が必要

年間の下水道事業会計の見通し

資本費平準化債を限度額まで借入れ 

計からは繰出基準額のみを繰出し 

 

当期純損失が発生する見込み

補てん財源不足額

補てん財源不足

持続可能な下水道事業運営のために

○損益情報やストック情報などの経営状況の的確な把握及び財務諸

表の分析による財務マネジメントの向上 

○ストックマネジメント計画による施設の計画的な改築更新の実施

○包括的民間委託の導入検討等の効率的な施設運営体制の構築

○維持管理経費節減への取組の更なる強化 

○水洗化率の向上に向けた取組等による収入確保策の強化

○公共下水道、農業集落排水施設等の汚水処理施設の統廃合等の検討

⇒米子市下水道使用料等審議会を令和元年 11

公費（基準外繰出金＝税）と私費（下水道使用料）の

費用負担のあり方について検討を行う。 

施設の更新需要の増加等に対応し、将来にわたって持続可能な

更なる収入確保が必要

年間の下水道事業会計の見通し

が発生する見込み

補てん財源不足額が発生する

不足！ 

持続可能な下水道事業運営のために 

○損益情報やストック情報などの経営状況の的確な把握及び財務諸

○ストックマネジメント計画による施設の計画的な改築更新の実施

○包括的民間委託の導入検討等の効率的な施設運営体制の構築

○水洗化率の向上に向けた取組等による収入確保策の強化

○公共下水道、農業集落排水施設等の汚水処理施設の統廃合等の検討

11 月に設置し、

公費（基準外繰出金＝税）と私費（下水道使用料）の

施設の更新需要の増加等に対応し、将来にわたって持続可能な

更なる収入確保が必要 

年間の下水道事業会計の見通し 

が発生する見込み 

が発生する

 

○損益情報やストック情報などの経営状況の的確な把握及び財務諸

○ストックマネジメント計画による施設の計画的な改築更新の実施

○包括的民間委託の導入検討等の効率的な施設運営体制の構築 

○水洗化率の向上に向けた取組等による収入確保策の強化 

○公共下水道、農業集落排水施設等の汚水処理施設の統廃合等の検討

月に設置し、 

公費（基準外繰出金＝税）と私費（下水道使用料）の 

施設の更新需要の増加等に対応し、将来にわたって持続可能な

 

 

○公共下水道、農業集落排水施設等の汚水処理施設の統廃合等の検討 



下水道事業会計 （単位：千円）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 2,527,767 2,594,064 2,693,069 2,709,934 2,731,771 2,757,539 2,784,166 2,812,044 2,836,952 2,866,547 2,905,146
(1) 2,072,241 2,116,694 2,145,629 2,171,078 2,198,841 2,226,991 2,255,534 2,282,406 2,307,531 2,335,078 2,362,981
(2) (B)
(3) 455,526 477,370 547,440 538,856 532,930 530,548 528,632 529,638 529,421 531,469 542,165

２． 3,345,871 3,402,454 2,659,331 2,676,110 2,648,356 2,663,209 2,768,565 2,760,842 2,822,793 2,882,403 2,958,390
(1) 1,572,077 1,649,663 1,007,501 1,029,496 1,028,630 1,041,631 1,117,624 1,082,217 1,106,014 1,122,549 1,173,061

1,527,851 1,585,663 1,000,001 1,021,996 1,021,130 1,034,131 1,056,624 1,074,717 1,098,514 1,115,049 1,165,561
44,226 64,000 7,500 7,500 7,500 7,500 61,000 7,500 7,500 7,500 7,500

(2) 1,767,522 1,751,466 1,650,588 1,645,372 1,618,484 1,620,336 1,649,699 1,677,383 1,715,537 1,758,612 1,761,826
(3) 6,272 1,325 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 1,242 23,503

(C) 5,873,638 5,996,518 5,352,400 5,386,044 5,380,127 5,420,748 5,552,731 5,572,886 5,659,745 5,748,949 5,863,536
１． 4,798,846 5,021,717 4,722,957 4,749,234 4,821,653 4,875,348 5,056,836 5,033,439 5,127,060 5,238,433 5,301,992
(1) 307,836 301,744 303,548 303,548 303,548 303,548 303,548 303,548 303,548 303,548 322,718

163,761 157,206 157,206 157,206 157,206 157,206 157,206 157,206 157,206 157,206 157,206
19,170 634 634 634 634 634 634 634 634 634 19,804

124,905 143,904 145,708 145,708 145,708 145,708 145,708 145,708 145,708 145,708 145,708
(2) 1,095,542 1,303,800 1,165,846 1,180,559 1,272,658 1,303,807 1,417,263 1,332,744 1,346,564 1,360,538 1,374,667

184,273 193,211 185,026 187,032 189,210 191,274 193,365 195,487 197,484 199,507 201,556
126,871 100,969 138,054 138,898 146,106 163,041 163,041 163,041 163,041 163,041 163,041

1,070 1,029 962 976 991 1,005 1,019 1,032 1,045 1,059 1,073
783,328 1,008,591 841,804 853,653 936,352 948,488 1,059,838 973,184 984,994 996,931 1,008,997

(3) 3,395,468 3,416,173 3,253,563 3,265,127 3,245,447 3,267,993 3,336,025 3,397,147 3,476,948 3,574,347 3,604,607
２． 719,895 664,158 688,542 717,116 745,912 771,733 799,628 827,204 861,744 901,173 923,696
(1) 657,060 626,470 650,854 679,428 708,224 734,045 761,940 789,516 824,056 863,485 886,008
(2) 62,835 37,688 37,688 37,688 37,688 37,688 37,688 37,688 37,688 37,688 37,688

(D) 5,518,741 5,685,875 5,411,499 5,466,350 5,567,565 5,647,081 5,856,464 5,860,643 5,988,804 6,139,606 6,225,688
(E) 354,897 310,644 △ 59,099 △ 80,306 △ 187,438 △ 226,333 △ 303,733 △ 287,757 △ 329,059 △ 390,657 △ 362,152
(F) 1,646
(G) 97,627 2,100 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300
(H) △ 95,981 △ 2,100 △ 2,300 △ 2,300 △ 2,300 △ 2,300 △ 2,300 △ 2,300 △ 2,300 △ 2,300 △ 2,300

258,916 308,544 △ 61,399 △ 82,606 △ 189,738 △ 228,633 △ 306,033 △ 290,057 △ 331,359 △ 392,957 △ 364,452
(I) 258,916 567,460 506,061 423,455 139,456 △ 89,177 △ 395,210 △ 685,267 △ 1,016,626 △ 1,409,583 △ 1,774,035
(J) 2,444,410 1,565,926 1,442,338 1,241,111 848,096 752,847 664,391 567,023 468,752 369,394 291,095

216,086 302,363 302,363 302,363 302,363 302,363 302,363 302,363 302,363 302,363 302,363
(K) 4,415,453 3,235,176 3,197,486 3,234,725 3,221,644 3,209,346 3,211,234 3,196,027 3,104,447 3,107,867 2,616,820

2,866,027 2,875,176 2,837,486 2,874,725 2,861,644 2,849,346 2,851,234 2,836,027 2,744,447 2,747,867 2,256,820
338,685 495,890 552,654 698,520 770,470 834,436

1,514,646 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000 360,000

流 動 負 債

投　資　・　財　政　見　通　し

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

料 金 収 入

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金

2年度 7年度 8年度 9年度 10年度3年度 4年度 5年度 6年度

受 託 工 事 収 益
そ の 他

元年度

営 業 収 益

30年度
（決算額）



下水道事業会計 （単位：千円）

年　　　　　度

区　　　　　分

１． 1,970,600 2,976,800 3,614,400 3,522,900 3,294,000 3,275,700 3,119,800 3,351,300 3,458,700 2,729,600 2,878,200

588,000 872,800 897,100 785,100 718,000 699,500 566,400 479,900 366,700 194,200 150,700

２． 304,138 307,745 307,435 309,392 308,100 303,052 310,143 311,124 291,975 258,731 224,040

３．

４．

５．

６． 494,808 932,200 1,571,875 1,582,885 1,408,004 1,433,955 1,409,125 1,754,808 2,005,381 1,400,379 1,609,326

７．

８． 161,082 85,909 116,653 116,653 116,653 116,653 116,653 116,653 116,653 116,653 116,653

９． 73,700 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045

(A) 3,004,328 4,418,699 5,726,408 5,647,875 5,242,802 5,245,405 5,071,766 5,649,930 5,988,754 4,621,408 4,944,264

(B)

(C) 3,004,328 4,418,699 5,726,408 5,647,875 5,242,802 5,245,405 5,071,766 5,649,930 5,988,754 4,621,408 4,944,264

１． 1,749,896 3,072,998 4,342,714 4,375,083 4,024,635 4,063,037 4,013,377 4,704,743 5,205,889 3,995,885 4,413,779

104,335 132,127 132,127 132,127 132,127 132,127 132,127 132,127 132,127 132,127 132,127

２． 3,020,549 2,866,838 2,875,176 2,837,486 2,874,725 2,861,644 2,849,346 2,851,234 2,836,027 2,744,447 2,747,867

３．

４．

５． 76,578 118,315 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045 116,045

(D) 4,847,023 6,058,151 7,333,935 7,328,614 7,015,405 7,040,726 6,978,768 7,672,022 8,157,961 6,856,377 7,277,691

(E) 1,842,695 1,639,452 1,607,527 1,680,739 1,772,603 1,795,321 1,907,002 2,022,092 2,169,207 2,234,969 2,333,427

１． 1,348,542 1,612,108 1,566,832 1,639,185 1,641,936 1,419,024 1,380,293 1,429,707 1,430,052 1,422,778 1,456,168

２． 94,261

３．

４． 494,153 27,344 40,695 41,554 36,406 37,612 30,819 39,731 40,635 41,721 42,823

(F) 1,842,695 1,639,452 1,607,527 1,680,739 1,772,603 1,456,636 1,411,112 1,469,438 1,470,687 1,464,499 1,498,991

338,685 495,890 552,654 698,520 770,470 834,436

(G)

(H) 39,947,898 38,235,260 38,974,484 39,659,898 40,079,173 40,493,229 40,763,683 41,263,749 41,886,422 41,871,575 41,939,589

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

投　資　・　財　政　見　通　し

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

7年度 8年度

計

そ の 他

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

9年度 10年度

企 業 債

元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度
30年度

（決算額）


